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本日ご説明するポイント

１．超電導リニアによる中央新幹線の実現により、東京・名古
屋・大阪の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、将来の
リスク発生に備える必要。

２．超電導リニアの実現は、日本の経済社会全体に大きな波及
効果。

３．ＪＲ東海は、自己負担でプロジェクトを完遂。

４．早期開業に向け、早期に着工を。

２



本日ご説明するポイント （１）

１．超電導リニアによる中央新幹線の実現により、東京・名古
屋・大阪の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、将来の
リスク発生に備える必要。

２．超電導リニアの実現は、日本の経済社会全体に大きな波及
効果。

３．ＪＲ東海は、自己負担でプロジェクトを完遂。

４．早期開業に向け、早期に着工を。

３



経年劣化の懸念－リスクへの備え① （１）

・ 東海道新幹線は開業後４６年目 将来の経年劣化に対する・ 東海道新幹線は開業後４６年目。将来の経年劣化に対する
抜本的な備えが必要。

・ 既に平成３０年以降に約１兆円を要する大規模改修を計画

■ 大規模改修の内容
・ 全ての鋼橋（約1,500連）の取替

（注）大規模改修計画（平成３０年度～平成３９年度）による。

既に平成３０年以降に約１兆円を要する大規模改修を計画。

・ 取替と同等の効果を有する工事（ｺﾝｸﾘｰﾄ橋(約150km)・ﾄﾝﾈﾙ(約70km)）

（例） 鋼橋（トラス橋）取替 別線は不可能

横取横取

・ 別線による架け替えではないが、順
に全ての部分を取替えていく大工事

横取横取
新設桁 既設桁

に全ての部分を取替えていく大工事。

・ 作業時間帯の設定及び工事後の経
過観察のため、運行に支障。過観察のため、運行に支障。

・ 実行場面では対象数が大変多く、しかも、その一つ一つの工実行場面では対象数が大変多く、しかも、その つ つの工
事を夜間の工事時間帯だけで行うことは難しく、長期間に亘
る部分運休や徐行運転が想定される。 ４



経年劣化の懸念－リスクへの備え① （２）

（例） コンクリート橋全断面修復

この補修方法は 繰り返し・ この補修方法は、繰り返し
実施することは一層困難。

・ 大規模改修を行っても尚、構造物は永久ではなく、いずれは
取替が必要である。

５



経年劣化の懸念－リスクへの備え① （３）

・ バイパス計画が実現すると、大規模改修はどうなるのか？

・ 東海道新幹線を機能させる以上、大規模改修は必要である。

しかし バイパスの開業によりしかし、バイパスの開業により、

１） 直行旅客は、そもそも影響を受けなくなる。１） 直行旅客は、そもそも影響を受けなくなる。

２） 東海道新幹線への影響も少なくできる。

工法自体、作業時間帯内での終了を優先させるのではな
く、工期はかかっても、中心の部材を順次取り替えていく方
法をとるなど 工事に伴う運行の影響を回避する工法も選法をとるなど、工事に伴う運行の影響を回避する工法も選
択できるようになる。

重系化 実現によりダメ ジを回避 軽減 きる

６

⇒ 二重系化の実現によりダメージを回避、軽減できる。



大規模災害への備え－リスクへの備え② （１）

・ 東海道新幹線は、地震対策を着実に強化してきているが、想定外
の自然の大災害に対して、抜本対策としては二重系化が必要。

■ 東海地震の想定震源域と震度分布

東海地震の
東南海地震の

想定震源域

７

東南海地震の
想定震源域



大規模災害への備え－リスクへの備え② （２）

■ 東海道新幹線の地震対策（例）

・ 高架橋柱の耐震補強工事 ・ 盛土の耐震補強工事

シートパイル

・ 脱線防止ガードの設置・ 早期地震警報システム（テラス）の導入

テラス検知点及び沿線地震計（設置箇所）テラス検知点及び沿線地震計（設置箇所）

：テラス検知点(21箇所)
：沿線地震計(50箇所)

Ｓ６２～Ｈ２０年度で、累計約１,２００億円の投資 ８



大規模災害への備え－リスクへの備え② （３）

・ 想定外の大地震が起きれば、東京～大阪間の大動脈輸送が断
絶する可能性があり、抜本対策としての早期二重系化が必要。

発生時期 地震名
規模

（Ｍ ﾏｸﾞﾆﾁ ﾄﾞ）

■ 最近の大地震の発生状況

発 時期 地震名
（Ｍ：ﾏｸ ﾆﾁｭｰﾄ ）

平成19年9月12日 スマトラ島沖地震 ８．５

平成20年5月12日 四川大地震 ８．０

平成21年9月30日 スマトラ島沖地震 ７．６

平成22年1月12日 ハイチ地震 ７．０

平成22年2月27日 チリ地震 ８ ８平成22年2月27日 チリ地震 ８．８

東海地震はＭ８．０程度（想定）

９経年劣化と災害によるリスクの回避が建設の第一の目的



本日ご説明するポイント （２）

１．超電導リニアによる中央新幹線の実現により、東京・名古
屋・大阪の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、将来の
リスク発生に備える必要。

２．超電導リニアの実現は、日本の経済社会全体に大きな波及
効果。

３．ＪＲ東海は、自己負担でプロジェクトを完遂。

４．早期開業に向け、早期に着工を。

10



経済社会への幅広い波及効果

超電導リニアによる圧倒的な時間短縮効果で超電導リニアによる圧倒的な時間短縮効果で、
３大都市圏が一つの巨大都市圏となる。

⇒

・活動範囲の広域化により、ビジネスの進め方、余暇の過ごし方な
どライフスタイルが大きく変化し、様々な可能性が広がる。

⇒

首都圏
（東京・神奈川・千葉・埼玉）

中京圏
（愛知・岐阜・三重）

近畿圏
（大阪・京都・
奈良・兵庫）

145分
東京名古屋大阪

145分

3,462万人1,116万人1,823万人

一つの巨大都市圏に 6,401万人

67分
ｅｘ．
・出張の負担感は激減。

・仕事、プライベートとも、広域的な交流が
拡大

大阪 名古屋 東京

※人口はH21総務省住民基本台帳による 11

拡大。
・通勤、通学、単身赴任のあり方が変化。



東海道新幹線の活用可能性が拡大（１）

東品新小熱三新静掛浜豊三名新 岐米京 東
京

品
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静
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浜
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橋

三
河
安
城

名
古
屋

新
大
阪
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阜
羽
島

米
原

京
都

のぞみ（全列車）停車駅 ひかり＋こだま停車駅 こだま停車駅

・ 「のぞみ」中心のダイヤから、「ひかり」「こだま」中心のダイヤへ

（イメージ）

12



東海道新幹線の活用可能性が拡大（２）

・ 「ひかり」の停車増による到達時間の短縮

分

ダ

△７分

△２１分

※平成22年3月改正ダイヤの最速列車
（東京駅発下り）比較

△２９分

△４６分

⇒ 沿線都市から３大都市への到達時間、フリークエンシーが
大幅に改善

⇒ 新駅設置の可能性が拡大

13



超電導リニアの特性を生かすために

・ 超電導リニアだから、

 勾配に強く 直線的なルートが実現可能 勾配に強く、直線的なル トが実現可能。

直線的なルートは、直線的なル トは、

 到達時間が短く、経済効果が最大に。

 建設・運営の費用が低くなる。

 地表通過が少ないため、用地買収が少なく環境にも優しい。

・ 超電導リニアの高速性を生かすために、
 途中駅は各県一駅。

超電導リニアの特性を生かす直線＆各県一駅

14



高速道路との連携と充実
至：富山

・ 南北に長い長野県において、
北部 長野新幹線

鉄道

高速道路

北部：長野新幹線、
中部：中央線、 に加え、
南部：リニア中央新幹線が

長 野

上信越道
至：東京

首都圏と結ばれる。

松 本
至：東京

・ リニア中央新幹線の新駅と

中央道の連携を活用する
諏 訪

中央道の連携を活用する
ことで、首都圏からの観光
客の新しい観光ルート拡充

能性が高

伊 那

の可能性が高まる。

飯 田

至：名古屋・大阪・福岡

至：豊橋

リニア中央新幹線 至：東京

15



製造業の活性化への貢献と鉄道産業の海外への展開

・ 超電導リニアの技術が日本の代表的なインフラにおいて大規模に実・ 超電導リニアの技術が日本の代表的なインフラにおいて大規模に実

用化されることで、技術開発及びその実用化が大きく加速し、高性能
材料、電力供給、環境、医療、宇宙開発等への波及効果が見込め
る。

〔三菱総合研究所調査による〕

・ 拡大する世界の高速鉄道需要に対し、超電導リニアの技術を
有する優位に立つ日本が、大きなチャンスを得る。 16



本日ご説明するポイント （３）

超電導リ アによる中央新幹線の実現により 東京 名古屋 大阪１．超電導リニアによる中央新幹線の実現により、東京・名古屋・大阪
の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、将来のリスク発生に
備える必要。

２．超電導リニアの実現は、日本の経済社会全体に大きな波及効
果。

３．ＪＲ東海は、自己負担でプロジェクトを完遂。

・ プロジェクト推進の大原則
・ 試算の前提条件
・ 今回の試算の結論
・ 健全経営を維持しながら実現が可能・ 健全経営を維持しながら実現が可能
・ 経営諸元
・ 長期債務は５兆円以内に
・ リスク要因には時間軸の調整で対応
・ 健全経営の維持
・ 投資目的の主眼投資目的の主眼

４．早期開業に向け、早期に着工を。 17



プロジェクト推進の大原則

・ 民間企業として、経営の自由、投資の自主性の確保の貫徹が
大原則。

⇒ 全国新幹線鉄道整備法で推進するにあたっても、この原則が
確保されることを、法令適用事前確認手続で確認（平成20年１
月23日）月23日）。

・ この前提の下、国の資金援助を求めることなく、健全経営を維
持しながら 当社の自己負担で実現持しながら、当社の自己負担で実現。

・ 健全経営のポイント

 工事期間および開業後を通じて、安全安定輸送・競争力強
化に必要な投資を行いながら、安定配当を継続すること。

 長期債務残高は、ピークとなる開業時においても過去の経
験値の範囲内（５兆円以内）に止め、開業後は円滑に縮減し
ていける見通しであること。

18



試算の前提条件

・ 超電導リニア方式

 到達時間が圧倒的に短く、輸送需要量が最も大きい。到達時間が圧倒的に短く、輸送需要量が最も大き 。

・ 南アルプスルート

 建設費、用地取得が必要な区間の長さ、維持運営費、設

備更新費、時間短縮効果、輸送需要量の全ての面におい

て最も優れる。

・ 地元負担による１県１駅・ 地元負担による１県１駅

 超電導リニアの超高速性を最大限発揮すること、地域振

興の両立から中間駅は１県１駅 受益のある地元が負担興の両立から中間駅は１県１駅、受益のある地元が負担。

19



今回の試算の結論

・ 平成22年３月期決算までのデータを使用した試算結果を
踏まえた結論

１） 建設段階から開業の前後を通じて、健全経営を確保しつ
つ、大阪まで自己負担で実施できる。

２） 名古屋開業は２０２７年（平成３９年）、大阪開業は２０４５年
（平成５７年）。

二段階方式で大阪まで実現することとし、第一段階としての
名古屋開業後 経営体力を回復して速やかに大阪開業に取名古屋開業後、経営体力を回復して速やかに大阪開業に取
り組む。

名古屋開業段階において 東京 名古屋以西の利用者に対名古屋開業段階において、東京－名古屋以西の利用者に対
する利便性を高めるため、東海道新幹線との接続駅では、エ
スカレータ等の動線を工夫することにより、負担感のない円

な乗 継ぎ 確保 努める滑な乗り継ぎの確保に努める。

20



収入及び経常利益 推移

健全経営を維持しながら実現が可能 （１）

・ 収入及び経常利益の推移

年度 … … ･
2050
(H62)

2010計画
(H22)

2027（名）
(H39)

2028
(H40)

2045（阪）
(H57)

2046
(H58)

（単位：億円）

営業収益 １１,４４０ １２,１３０ １２,４７０ １３,５４０ １４,６７０ １４,６７０

営業利益 ２,７９０ ３,３１０ ２,２３０ ２,１８０ １,９４０ ２,７２０

(H62)(H22) (H39) (H40) (H57) (H58)

経常利益 １,５９０ １,７４０ ６３０ ７５０ ５００ １,７２０

・ 建設段階から開業の前後を通して、安定配当を維持すること
ができる水準を確保できる。

（
経3,000

3,500

4,000

4,500
（億円）

名～阪
開 業経

常
利
益
）

500

1,000

1,500

2,000

2,500

,

500

東～名
開 業

開 業

630

21
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健全経営を維持しながら実現が可能 （２）

・ 長期債務残高

名古屋開業時及び大阪開業時の年度末には概ね５兆円の名古屋開業時及び大阪開業時の年度末には概ね５兆円の
水準まで増加するが、その後は、減価償却費等を基に確保
するキャッシュフローにより着実に縮減できる。

5 0

5.5 

（兆円）

4.92 4 69名 阪

3.5 

4.0 

4.5 

5.0 4.69
東～名
開 業

名～阪
開 業

1 5

2.0 

2.5 

3.0 

1.5 

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 （年度）
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経営諸元 － ①収入 （１）

・ 現在の収入をベースに、到達時間の短縮効果により航空機利
用の需要を取り込むことによる収入増等を加えて想定した。

■ 想定した収入の水準

名古屋開業前
 H１８年度実績からH２２年度業績予想までの５年平均並み。
（高速道路料金政策の影響を織り込み）
（営業収益：１１ ９６０億円で 定）（営業収益：１１,９６０億円で一定）

 （中央新幹線＋東海道新幹線の合計）

名古屋開業時 ： 開業前と比べて＋５％。名古屋開業から 名古屋開業時   ： 開業前と比べて＋５％。
 その後の１０年間： 毎年度、開業前比＋０．５％。
                            累計で１０％増加した後は一定。

名古屋開業から
大阪開業まで

 （中央新幹線＋東海道新幹線の合計）

 大阪開業時　　　： 大阪開業前と比べて＋１５％。
その後は一定。

大阪開業後
                          その後は 定。

23



GDP 輸送人キロ 指数（1987 100）

経営諸元 － ①収入 （２）
■当社収入を輸送量に換算し、４項目調査の需要予測と比較

輸送人キロ 億人㌔GDP・輸送人キロ：指数（1987=100）

ＧＤＰ

輸送人キロ

700

輸送人キロ：億人㌔

200 輸送人キロ

600
※2011年以降は、当社の収入

想定を輸送量に換算
４項目調査の
需要予測値

175

500
（中央なし）（中央なし）

150
500

125 収入：１５％増

収入：１０％増

（当初は５％増）

400

100

名古屋開業 大阪開業

足元５年の平均並み
300

〔2027年（H39年）〕 〔2045年（H57年）〕

75
1987(=S62) 1997 2007 2017 2027 2037 2047

00

〔2027年（H39年）〕 〔2045年（H57年）〕
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経営諸元 － ①収入 （３）

■ 増収の考え方

・ 名古屋開業による収入１０％増 大阪開業による収入１５％増は名古屋開業による収入１０％増、大阪開業による収入１５％増は、
次の３つの要素からの積み上げに見合う固めの想定である。

ⅰ 現在の到達時間と新幹線・航空のシェアを踏まえた航空から
の転移を見込む。

ⅱ スピードアップに対応して、運賃・料金はアップ。

（仮に、東京～名古屋＋７００円、東京～大阪＋１,０００円）（仮に、東京 名古屋＋７００円、東京 大阪＋１,０００円）

ⅲ 高速道路からの転移や新規需要。
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経営諸元 － ①収入 （４）

到達時間が短くなると 鉄道（ ）利用 シ が増加する■ 到達時間が短くなると、鉄道（リニア）利用のシェアが増加する。

・ 現在の到達時間とシェアの関係は、次の通り。

新幹線の到達時間とシェアの関係（平成20年度実績）
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経営諸元 － ①収入 （５）

到達時間が短くなると 鉄道（ ）利用 シ が増加する■ 到達時間が短くなると、鉄道（リニア）利用のシェアが増加する。

・ 超電導リニアによる到達時間の短縮によるシェアの変化を推定

新幹線のシェア新幹線の到達時間

現行 開業後 20年度 開業後

大阪圏 145分 67分 82% 100%程度大阪圏 145分 67分 82% 100%程度

岡山県 192分 126分 67% 85% 〃

広島県 228分 162分 58% 75% 〃東京圏 ⇔ 広島県 228分 162分 58% 75% 〃

山口県 261分 194分 48% 65% 〃

福岡県 291分 230分 10% 20% 〃

東京圏 ⇔

福岡県 291分 230分 10% 20% 〃

名古屋圏 ⇔ 福岡県 198分 187分 49% 50% 〃
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経営諸元 － ①収入 （６）

到達時間が短くなると 鉄道（ ）利用 シ が増加する■ 到達時間が短くなると、鉄道（リニア）利用のシェアが増加する。

・ 上記の２つを１つの図にまとめると、次の通り。

新幹線の到達時間とシェアの関係（大阪開業後）
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経営諸元 － ①収入 （７）

■ 大阪開業に伴う増収額

・ 試算の前提とした収入額 ・・・ 名古屋開業前×１ １×１ １５・ 試算の前提とした収入額 ・・・ 名古屋開業前×１．１×１．１５

⇒ ２，７２０億円の増収

・ 内訳として考えられる事項内訳 し 考えられる事項

ⅰ 時間短縮による航空機からの転移による増収額 １,５９０億円
・時間短縮効果による航空機からリニアへの転移者数に、「のぞみ」の運賃・料金を仮に

円とした単価 円（※）を乗じ 想定 ※単価は区間距離に応じた額＋1,000円とした単価15,050円（※）を乗じて想定。 ※単価は区間距離に応じた額。

ⅱ 時間短縮による料金アップ ５２０億円
・現在の「のぞみ」利用者の中で東海道新幹線から転移すると想定される利用者数（総現在の「のぞみ」利用者の中で東海道新幹線から転移すると想定される利用者数（総
計7,161万人）に東京－大阪間の単価＋1,000円を乗じて想定。

ⅲ 新規誘発等 ６１０億円
・新規誘発や高速道路からの転移、中央新幹線及び東海道新幹線の途中駅の新規利
用により利用者数の６％増程度に相当する増収額を想定。

合計 ２ ７２０億円合計 ２，７２０億円
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経営諸元 － ①収入 （８）

■ 需要予測モデルとの比較

・ 算出の方法が異なるのは、目的が違うことによる。

・ 健全経営の維持を確認するための収入想定としては、経済成長率等

を説明変数とする需要予測モデルに拠るのではなく、これまでの新幹
線・航空のシェア等の実績に基づき、直接収入を想定することとした。

《収入想定を輸送量に換算》

名古 開業ま

増加率

収入想定※ 賃率の想定値 輸送量(定期外）

換算した輸送量
（定期外）

(A)

４項目調査の
需要予測モデル

(B)
(A)/(B)

名古屋開業まで (a) ± ０．０％ ± ０．０％ ± ０．０％

当初 対(ａ)比 ＋ ５．０％ ＋ ３．０％ ＋ １．９％

10年後 対(ａ)比＝（b） ＋ １０．０％ 〃 ＋ ６．８％

名古屋
開業

４３１ 億人㌔ ５０３ 億人㌔ ８５．７ ％

４３９ 億人㌔ ５６８ 億人㌔

４６０ 億人㌔

８１．０ ％
―

社 収 想定 デ 較 想定

＋ １０．０％ ＋ ６．８％

大阪開業 対(b)比 ＋ １５．０％ 〃 ＋ １１．７％

４６０

５２９ 億人㌔ ６７５ 億人㌔ ７８．４ ％

⇒ 当社の収入想定は、需要予測モデルと比較して固めの想定。
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GDP 輸送人キロ 指数（1987 100）

経営諸元 － ①収入 （９）
■当社収入を輸送量に換算し、４項目調査の需要予測と比較

輸送人キロ 億人㌔GDP・輸送人キロ：指数（1987=100）

ＧＤＰ
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700
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175

500
（中央なし）（中央なし）

150
500

125 収入：１５％増

収入：１０％増

（当初は５％増）

400

100

名古屋開業 大阪開業

足元５年の平均並み
300

〔2027年（H39年）〕 〔2045年（H57年）〕

75
1987(=S62) 1997 2007 2017 2027 2037 2047

00

〔2027年（H39年）〕 〔2045年（H57年）〕
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経営諸元 － ②費用

費用想定■ 費用想定

・ 現状の経費をベースに、維持運営費、減価償却費をはじめ必要な経費
を見込んだを見込んだ。

・ 物価は、当初20年間は累計で５％上昇。

・ 支払利息は 期間５年 10年 20年の３種類を均等に調達する前提支払利息は、期間５年、10年、20年の３種類を均等に調達する前提
で、金利を一律３％と想定して計算。

【名古屋開業前】

・ 人件費は、社員の年齢構成、中央新幹線の建設や開業に必要な要
員数の確保を前提に見込んだ。

物件費は 平成22年度業績予想までの５年平均並みを基本とし・ 物件費は、平成22年度業績予想までの５年平均並みを基本とし、
低コスト化等も考慮。

【名古屋開業後】【名古屋開業後】

・ 中央新幹線の維持運営費は調査報告書に記載した額を見込んだ。

【大阪開業後】

・ 東海道新幹線・在来線等の維持運営費は、利用者の比重が中央新
幹線に移ることから、１割程度の減少を見込んだ。 32



経営諸元 － ③設備投資

■ 設備投資計画

【東海道新幹線・在来線・山梨実験線等】【東海道新幹線 在来線 山梨実験線等】

・ 平成29年度まではＮ700系投入など必要なものを積み上げ。

・ その後は、安全安定輸送と競争力強化を確保できる水準と
して、実績を踏まえて、毎年度1,500億円程度で一定とし
た。

【中央新幹線】

・ 着工時期は平成26年度初・ 着工時期は平成26年度初。

・ 大阪開業は、名古屋開業後、長期債務残高が現在の水準に
戻った年度に着工する前提とした。戻 年度 着 す 前提 。

・ 建設費及び更新投資は、調査報告書に記載した数値をベー
スとした。
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長期債務は５兆円以内に （１）

健全経営を維持するため 長期債務残高を「５兆円以内 とする

１ 長期債務残高５兆円は 残高のレベルが大きいだけではなく 売上

・ 健全経営を維持するため、長期債務残高を「５兆円以内」とする
ことが適切かつ必要。

１．長期債務残高５兆円は、残高のレベルが大きいだけではなく、売上
高に比べて突出した水準である。

 設備投資の多い公益事業会社等と比べても、当社の長期債務残高／売上高比率
は格段に高い。

4.83

4.06

5.00

３兆円を超える長期債務を抱える上場会社（３社のみ。金融機関を除く）で、長期債務残高／売

上高の比率が３倍を超える会社は皆無である

2.72 2.763.00

4.00

売
上
高
債
務

電力会社でも２～１倍。

上高の比率が３倍を超える会社は皆無である。

1.77
2.04

1.26 1.11
1.00

2.00

比
率
軸
（
倍
）

一般の事業会社は１倍未満。

Ｈ３ Ｈ３９想定 Ｈ２１ Ｈ３ Ｈ２０

ＪＡＬ
（Ｈ２０）

当社 ＪＲ東日本 電源開発
（Ｈ２０）

東京電力
（Ｈ２０）

関西電力
（Ｈ２０）

ＮＴＴ
（Ｈ２０）

新日本製鉄
（Ｈ２０）

日立製作所
（Ｈ２０）

三菱商事
（Ｈ２０）

0.41 0.38 0.31 0.27 0.41

0.00

34

Ｈ３ Ｈ３９想定 Ｈ２１ Ｈ３ Ｈ２０

長期債務残高 5.46兆円 4.92兆円 3.12兆円 5.38兆円 3.48兆円 1.32兆円 7.13兆円 2.86兆円 4.29兆円 1.19兆円 0.82兆円 2.99兆円 0.80兆円

注）ＮＴＴ、ＪＡＬ以外は単体ベース
注）各社数値は有価証券報告書より当社作成

（Ｈ２０）（Ｈ２０） （Ｈ２０） （Ｈ２０） （Ｈ２０） （Ｈ２０） （Ｈ２０） （Ｈ２０）



長期債務は５兆円以内に （２）

２．営業キャッシュフローを踏まえると長期債務は５兆円程度まで

 一般に、長期債務残高／営業ＣＦ比率は10倍以下。比率が高い企業でも13～14倍程度まで。長 債

 当社の名古屋開業までの営業ＣＦの平均は3,800億円程度であり、その13～14倍は５兆円前後。
30
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当社

想定

ＪＲ

東日本

阪急

阪神

東急

電鉄
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開発

東京

電力
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電力

ＮＴＴ 新日本
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製作所

ＪＡＬ

注：「当社想定」以外は、連結ベース

注：各社数値は有価証券報告書より当社作成



長期債務は５兆円以内に （３）

が が３．長期債務残高が大きいと、利払い負担が重いことから、元本
の縮減は進まない。

・ 平成３年度末の５．４兆円から５，０００億円縮減するのに７年。

・ 平成１０年度末の４．９兆円から５，０００億円を縮減するのに３年。

 長期債務残高が５兆円を超えると、長期債務の縮減が進まない。当社
の経験から、５兆円以下ではスピードがアップ。

４．長期債務残高膨張時の金利上昇は、経営に大きな負担

① 例えば、長期債務残高５兆円で金利が０ ７５％上昇すると、配当① 例えば、長期債務残高５兆円で金利が０．７５％上昇すると、配当
可能利益を割り込む。

⇒ ５兆円×０．７５％＝３７５億円の金利負担アップ

⇒ 名古屋開業時の経常利益６３０億円（今回試算）が、２５５億円に。
当社の配当可能利益３２２億円を下回る。

② また 長期債務残高６兆円は ピ ク時の資金調達額が１兆円を超え② また、長期債務残高６兆円は、ピーク時の資金調達額が１兆円を超え
るため、こうした多額の調達は現実には極めて難しい。
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リスク要因には時間軸の調整で対応

・ 考えられるリスク要因（例示）

ⅰ 建設資材の高騰等による工事費の増大建設資材の高騰等による 事費の増大

ⅱ 難工事等による工事遅延・完成時期の遅れ

ⅲ 金利上昇

ⅳ 経済停滞、人口減少による収入減

ⅴ 高速道路無料化による収入減

ⅵ 社会全体の物価上昇

処方・ 対処方法

工事のペースを調整し、債務縮減により経営体力回復のため
の時間調整を行う と 自己負担 計画を確実に完遂 きの時間調整を行うことで、自己負担で計画を確実に完遂でき
る。
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健全経営の維持

・ 営業キャッシュフローは、名古屋開業までの間は平均３,８００
億円程度、その後は平均４,０００億円程度を確保できる。

⇒ 金融機関を除く東証１部上場企業の中でトップクラスの水
準（平成20年度連結決算実績）。

キャッシュフロー表（年度平均）

2010～27年度 2028～45年度 2046～50年度

　営業活動によるＣＦ ３,８００ 億円 ４,０００ 億円 ５,０００ 億円

年度
（H22～39）

年度
（H40～57)

年度
（H58～62)

　投資活動によるＣＦ △ ４,８００ 億円 △ ３,９００ 億円 △ １,７００ 億円

財務 動 る １ ０００ 億 △ １００ 億 △ ３ ３００ 億財務活動によるＣＦ １,０００ 億円 △ １００ 億円 △ ３,３００ 億円

　現金等の増減 ±０ 億円 ±０ 億円 ±０ 億円
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投資目的の主眼 （１）

・ 国鉄改革により東海道新幹線を引き継いだ当社の使命は、

１） 東京～名古屋～大阪間の大動脈輸送を担うこと１） 東京～名古屋～大阪間の大動脈輸送を担うこと。

２） その収益力により、当社が分担することとなった長期債
務（最大約５ ５兆円）を着実に返済していくこと務（最大約５．５兆円）を着実に返済していくこと。

 この使命を果たし続けるためのリスク回避が超電導リニア
による中央新幹線建設の最大の目的。による中央新幹線建設の最大の目的。

 駅ビルなどの商業施設のように投下資金の回収が至上命
題ではなく 単独での投資資金の回収や 回収に必要な題ではなく、単独での投資資金の回収や、回収に必要な
年数は、投資判断の適否のポイントではない。
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投資目的の主眼 （２）

・ この投資において、当社が経営上クリアすべき課題は、次の
２点。

 中央新幹線建設中は、健全経営を維持しながら建設を完
遂すること。

 開業後は、健全経営を維持しつつ、建設によって増加した
長期債務を減少軌道に乗せること。

・ 中央新幹線の完成により、東海道新幹線との一元経営の
下、日本の大動脈輸送の維持、長期債務の縮減という使命
をより強い形で実現できるようになる。

当社の経営にと て有意義で合理的な投資⇒ 当社の経営にとって有意義で合理的な投資。
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プロジェクトの推進を支える政策を期待

・ 当社は、国の財政支援は求めない。

・ 日本の大動脈輸送を担う東海道新幹線の機能の二重系化を

目指す中央新幹線の実現のため、競争力・収益力を損なうこと

がない政策を要請。

① 高速道路の無料化反対① 高速道路の無料化反対

② 将来導入が検討されている環境税制等の環境政策は、鉄
道の優れた環境特性を尊重した内容に
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本日ご説明するポイント （４）

１．超電導リニアによる中央新幹線の実現により、東京・名古
屋・大阪の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、将来の
リスク発生に備える必要。

２．超電導リニアの実現は、日本の経済社会全体に大きな波及
効果。

３．ＪＲ東海は、自己負担でプロジェクトを完遂。

４．早期開業に向け、早期に着工を。
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早期開業に向け、早期に着工を

・ 大都市部での地下駅や長大山岳トンネル、大深度地下トンネ

ルなど長期にわたる工事があり、完成までに１０年以上の長期
間を要するため できうる限り早く着工することが重要間を要するため、できうる限り早く着工することが重要。

■ 大都市部の地下駅や長大山岳トンネルの工期

件名 工期

東北新幹線上野駅 ７年０ヶ月

みなとみらい線横浜駅 ８年７ヶ月みなとみらい線横浜駅 ８年７ヶ月

東北新幹線八甲田トンネル
（延長26.5km、最大土被り540m）

１０年９ヶ月（※１）

東海北陸自動車道飛騨トンネル
（延長10.7km、最大土被り1,000m）

１１年１ヶ月（※２）

※１ 土木工事着手から電気工事終了までの期間
※２ 開業までの期間

・ 超電導リニアの最先端技術の維持のため 山梨実験線の延伸

・南アルプスのトンネル－延長20km程度、最大土被り1,400ｍ程度
出典：中央新幹線地形・地質等調査報告書（H20.10.22）

※２ 開業までの期間

・ 超電導リニアの最先端技術の維持のため、山梨実験線の延伸
完了（平成２５年度中を予定）から間断なく着手することが必要。
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最新の技術で環境に配慮した工事を推進

○「環境に配慮した工事」事例

掘削土を坑外までベルトコンベアで搬出

トンネル工事の排水を

掘削土をベルトコンベアで搬出

トンネル工事の排水を
濁水処理設備で適切に処理

出典：鉄道建設・運輸施設整備支援機構環境報告書2009
（北海道新幹線での事例）

出典：鉄道建設・運輸施設整備支援機構環境報告書2009出典：鉄道建設 運輸施設整備支援機構環境報告書2009
（北海道新幹線での事例）
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おわりに

超電導リニアによる中央新幹線の早期実現に向け、

御支援を賜りますよう よろしくお願い申し上げます御支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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